
宮崎市木造住宅耐震診断士派遣事業実施要綱 

 
（趣旨） 

第１条　この要綱は、宮崎市建築物耐震改修促進計画に基づき、住宅の所有者等に

その住宅の耐震性について正確な情報提供を行うことにより、耐震化の促進を図

るため、住宅の所有者等から耐震診断の申込みがあった場合に、耐震診断士を派

遣し耐震診断を実施することに関し、必要な事項を定めるものとする。 
 
（用語の定義） 

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めると

ころによる。 
（１）木造住宅　木造の在来軸組構法、伝統的構法、枠組壁工法による一戸建て

の住宅をいう。（店舗等の用途を兼ねるものは、店舗等の用に供する部分の

床面積が延べ面積の２分の１未満のものに限る。） 

（２）耐震診断士　宮崎県木造住宅耐震診断士として県に登録された建築士（建

築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条第１項の建築士をいう。）　　　

で耐震診断を行う者をいう。 

（３）耐震診断　耐震診断士が行う次に掲げる耐震診断によるものとする。 

ア　「木造住宅の耐震診断と補強方法」（（一財）日本建築防災協会発行）によ

るもの。 

イ　その他市長が認める方法によるもの。 
（４）受託者　宮崎市が行う耐震診断士派遣事業に関する業務委託を受託した者を

いう。 
 
（対象住宅） 

第３条　事業の対象となる住宅（以下「対象住宅」という。）は、次の各号いずれ

にも該当する木造住宅とする。 
（１） 宮崎市内に存するもの。 
（２） 昭和５６年５月３１日以前に着工されたもの。（昭和５６年６月１日以降

に増築したものを含む。） 
（３） 地上階数が２以下であるもの。 
（４） 木造住宅に明らかな法令違反のないこと。 

 
（対象者） 

第４条　事業の対象となる者（以下「対象者」という。）は、第３条に規定する

対象住宅の所有者、管理者又は占有者とする。 
 

（適用除外） 
第５条　次の各号のいずれかに該当するときは、この要綱の規定は適用しない。 



（１）建築基準法の一部を改正する法律（平成１０年法律第１００号）による改

正前の建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第３８条の規定に基づき建

設大臣から認定を受けた建築材料又は構造方法を用いた住宅。 
（２）当該住宅において、過去に宮崎市の支援を受けて耐震診断を実施した 
（３）所有者から対象住宅の耐震診断について同意が得られないとき。 
（４）国、地方公共団体その他の公の機関が所有する住宅。 

　 
（交付の申請） 

第６条　第４条に規定する対象者であって、耐震診断士の派遣を受けようとする

者（以下「申請者」という。）は、耐震診断士派遣申請書（様式第１号。以下

「申請書」という。）により、市長及び受託者に申請しなければならない。 

２　前項の規定による申請は、電子情報処理組織(市の機関等の使用に係る電子

計算機(入出力装置を含む。以下同じ。)とその手続等の相手方の使用に係る電

子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以下同じ。)

を使用して行うことができる。 

３　前２項の規定による申請をした者が、第７条第１項の規定による選定を受け

たときは、速やかに、次の表に掲げる書類を市長に提出しなければならない。 

　　　　 
（派遣対象となる候補者の選定） 

第７条　市長は、前条第１項及び第２項の規定による申請の数が募集件数を超え

たときは、抽選により申請者の中から派遣を受ける対象となる候補者（以下「対

象候補者」という。）を選定するものとする。 

２　市長は、前項の規定による抽選を行う場合、あわせて補欠者及びその順位を

決定することができる。 

３　市長は、第１項の規定により対象候補者を選定したとき並びに前項の規定に

より補欠者及びその順位を決定したときは、その旨を耐震診断士派遣候補者選

定通知書(様式第２号)により通知するものとする。 

４　前３項に定めるもののほか、選定の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。 
 
（派遣の決定） 

第８条　市長は、前条第１項の規定により選定された者から提出された書類(第 
６条第３項に規定する添付書類を含む。)の内容を審査し、耐震診断士の派遣を

行う申込者（以下「受診者」という。）の選定を行う。選定後は受診者の名簿

 添　付　書　類

 （１）申請書（電子情報処理組織による申請を行ったものに限る） 

（２）位置図 

（３）建築物の現況写真（東西南北４面の外壁が写っているもの） 

（４）固定資産税納税通知書又はそれに代わるもの 

（５）図面（建築当初の図面がなければ、手書きの間取り図でも可） 

（６）その他市長が必要と認める書類



を作成し受託者へ報告するものとする。 
２　受託者は市長から対象者名簿の報告があったときは、申請者へその旨を耐震

診断士派遣決定通知書（様式第３号）により通知するとともに、その耐震診断

士名簿を市長に提出するものとする。 
３　受託者は、前項の規定により受診者への通知を行った場合は、対象候補者（受

診者を除く。）に対し、耐震診断士の派遣を行えない旨の決定通知書（様式第

４号）により通知するものとする。 
４　受託者は、前２項の規定により耐震診断士の派遣の決定を通知する場合におい

ては、必要があるときは耐震診断士の派遣について条件等を付すことができる。 
　 

（派遣の取消し） 
第９条　受託者は、受診者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、耐

震診断士の派遣を取り消すことができる。 
（１）虚偽その他の不正な行為により、耐震診断士の派遣の決定を受けたとき。 
（２）受診者から耐震診断士の派遣を取りやめる旨の申出を受けたとき。（３）

その他受託者が不適当と認める事由が生じたとき。 
２　受託者は、前項の規定による派遣決定の取消しをしたときは、耐震診断士派

遣決定取消通知書（様式第５号）により、受診者に通知するものとする。 
 

（耐震診断士の業務等） 
第 10 条　耐震診断士は、耐震診断に伴う現地調査を行うときは、受診者の立会

いを求めるものとする。 
２　耐震診断士は、耐震診断を行う際には、宮崎県木造住宅耐震診断士登録証を

携帯し、受診者から求められた場合は提示しなければならない。 
３　耐震診断士は、耐震診断を行ったときは、耐震診断結果の報告書類（以下「報

告書」という。）を速やかに受託者に報告しなければならない。 
 

（派遣に要する費用） 
第 11 条　耐震診断士の派遣に要する費用は、宮崎市が負担するものとする。 

 
（診断結果の報告） 

第 12 条　受託者は、耐震診断士から第１１条第３項による報告書の提出があっ

たときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、耐震診断結果通知書（様

式第６号）に報告書１部を添えて、受診者に通知するものとする。 
２　受託者は、必要に応じて、耐震診断士に対して、受診者への説明を求めるこ

とができる。 
３　受託者は、耐震診断の結果、上部構造評点が１．０未満の対象住宅について、

耐震診断士に対して、耐震性能向上に向けた助言、耐震化を行う場合の支援制

度等について受診者への説明を求めることとする。 
 



（指導等） 
第 13 条　市長は、申込者、受託者及び耐震診断士に対して、建築物の地震に対

する安全性の向上が図られるよう、必要な指導又は助言をすることができる。 
 

（雑則） 
第 14 条　この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施のため必要な事項は、

市長が別に定める。 
 

附　則 
（施行期日） 

　　この要綱は、令和　２年　３月３０日から施行する。 
 

附　則 
（施行期日） 

　　この要綱は、令和　３年　６月２８日から施行する。 
 

附　則 
（施行期日） 

１　この要綱は、令和　３年１０月１８日から施行する。 
　　（経過措置） 
　２　この要綱の施行の際現にある既存の要綱による改正前の様式（以下「旧様式」

という。）により使用されている書類は、この要綱による改正後の様式によ

るものとみなす。 
　３　この要綱の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これ

を取り繕って使用することができる。 
 

附　則 
（施行期日） 

　１　この要綱は、令和　５年　４月　１日から施行する。 
（経過措置） 

　２　この要綱の施行の際現にある既存の要綱による改正前の様式（以下「旧様式」

という。）により使用されている書類は、この要綱による改正後の様式によ

るものとみなす。 
　３　この要綱の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これ

を取り繕って使用することができる。 
 

附　則 
（施行期日） 

　１　この要綱は、令和　８年　４月　１日から施行する。 
（経過措置） 



　２　この要綱の施行の際現にある既存の要綱による改正前の様式（以下「旧様式」

という。）により使用されている書類は、この要綱による改正後の様式によ

るものとみなす。 
　３　この要綱の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これ

を取り繕って使用することができる。 
 
別記 
様式第１号　耐震診断士派遣申込書 
様式第２号　耐震診断士派遣候補者選定通知書 
様式第３号　耐震診断士派遣決定通知書 
様式第４号　耐震診断士の派遣を行えない旨の通知書 
様式第５号　耐震診断士派遣決定取消通知書 
様式第６号　耐震診断結果通知書


